



Policy issues for creating a recycling-oriented society in developing countries
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換し効率化を図ること、b.製品設計の際に環境に配慮する（Design for Environment, 以
降、DfE）よう生産者に動機を与えること、を目的とした政策原則である。先進国では、
特に 1990 年代以降に、容器包装廃棄物の増加や、処理困難なあるいは汚染度の高い有害





























































































度化が進められた。ＥＵでは、1994 年 12 月に「容器包装指令」、2000 年 10 月に「自動車
リサイクル指令」、2003 年 2 月に「電気・電子機器リサイクル指令」、及び「有害物質使用
制限指令」がそれぞれ発令され、各国での国内制度化が進められてきた。特にドイツでは、
ＥＵ指令による製品別の法整備とは別に、1994 年に「循環経済廃棄物法」(Closed Substance
















のリサイクル法も制定されている。1997 年 4 月に「容器包装リサイクル法」、2001 年 4 月
に「家電リサイクル法」、2005 年 1 月には「自動車リサイクル法」がそれぞれ施行されて
いる。政策の効果を測るために、資源生産性(4) 、循環利用率(5) 、最終処分量(6) をモニタリ
ング指標としており、環境省（2011）によれば、各指標とも順調に改善傾向にある。資源
生産性は、平成 2 年以降、概ね上昇傾向にあり、平成 19 年度には 36.1 万円／トンであり、
平成 12 年度の 26.3 万円／トンから 37%上昇している。循環利用率も平成 2 年以降、概ね
上昇傾向であり、平成 19 年度には 13.5%となり、平成 12 年度の 10.0%から 3.5%上昇して
いる。最終処分量は、平成 2 年以降、概ね下降傾向であり、平成 19 年度には 2,700 万トン





る活動を進めている。その軸となる活動は、３Ｒイニシアティブであり、2004 年 7 月にア
メリカのジョージア州シーアイランドで開催された G8 サミットにおいて、我が国が提言し















































































































中 （2011）は、2050 年までの世界の廃棄物発生量を推計しており、2010 年の世界の廃棄
物発生量は 104.7 億トンと推定され、これが 2025 年には約 148.7 億トン、2050 年には約
















































































e-waste の輸出を止めるべきであると主張している。Puckett et al.（2002）は、汚染の具

























































































































































































































































































































































































































































(8) 1990 年代初頭にスウェーデンのルンド大学の Thomas Lindhqvist 教授によって、拡大


















































































































図 2-2 途上国における資源循環の流れ（e-waste を主な例として）
（出所）Skinner et al.（2010）の図を踏まえて筆者作成
１－２．環境汚染リスク及び健康被害リスク
Puckett et al. （2002） は中国の Guiyu を事例として、e-waste のインフォーマルセク
ターによる処理に伴うリスクについて、部品別に作業過程での身体上の危険と環境汚染リ







































進められている。Liu et al.（2011）は、中国におけるインフォーマルな e-waste 処理の一
大拠点であるGuiyu の子供の血液中のPb濃度を分析し、Guiyu の子供のPbの血中濃度が、





的には、Pb の血中濃度が高い Guiyu の子供は、他の地域の子供よりも活動性は高いが、
消極的であり順応性が低いという結果が得られている。
Zhao et al.（2010）は、中国における e-waste 処理の一大拠点の一つである Taizhou 内
の２つの地域の住民を対象に、PCBs と PBDEs の血中濃度の分析を行っている。２つの地
域とは、e-waste の解体を行う Wenling と、解体後のコンデンサやモーター、ケーブルな
どが集積する Luqiao である。分析の結果、２つの地域の住民は、e-waste 処理に起因する
PCBs と PBDEs の汚染にさらされており、２つの地域の e-waste の処理特性を反映して、
Luqiao では PCB の血中濃度が高く、Wenling では PBDEs の血中濃度が高いことが明らか




ける e-waste のインフォーマルリサイクル従事者には、11 歳から 18 歳くらいまでの少年が
いるという。彼らは、回収物の野焼きや手解体作業に従事している。さらに 9 歳から 12 歳



























































































表 2-2 不適正な e-waste 処理による環境汚染（中国）
（出所）表中の「環境基準等」以外のデータは Feazzoli et al.（2010）の table3 から抜粋
表 2-3 EEE 中に含有される有害物質、及び e-waste の焼却過程で発生する有害物質











AS （μg/g） 5.95-7.12 4.36-4.80 0.94-1.13 0.1mg/L (※1) （※5）
Cd （μg/g） 0.07-0.10 0.54-0.55 0 0.003mg/L (※1） （※5）
Pb （μg/g） 1.35-1.60 1.73-1.87 0.15-0.22 0.1mg/L (※1） （※5）
As （μg/g,dw） 3.05-5.58 5.87 （※6）
Cd （μg/g,dw） 0.55-7.86 0.14 0.587mg/kg,dw (※2） （※6）
Pb （μg/g,dw） 52.0-64.6 29.8 20.9mg/kg,dw (※2） （※6）
Cd （μg/g,dw） 5.51-42.9 150mg/kg,dw (※3） （※7）
Pb （μg/g,dw） 856-7038 97.8-123 79.4-93.1 150mg/kg,dw (※3） （※7）
PCDDs/Fs （pg/g,dw） 30948-967500 13317-37418 228-834 1000pg/g （US基準） （※7）
大気 PCDDs/Fs （pg/㎥） 6.523 0.8pg TEQ/㎥ （※4） （※7）
魚(tilapia) PBDEs （ng/g,ww） 115 4.1 （※8）





（※5） Wong et al.(2007b)
（※6） Fu et al.(2008)
（※7） Wong et al.(2007)
（※8） Luo et al.(2007)


























































































































































































農業部門の余剰労働力を吸収することができる。図 2-5 で示す OmL3 が農業部門に存在す
る余剰労働力である。工業部門は、当初農村部門から移動してきた OmL1 の労働力を生存










































































































































































































アフリカ諸国では、電気・電子機器（Electrical and Electric Equipment：以降 EEE）
の利用量が急増しており、それに従って e-waste の処理量も急増している。Basel
Convention（2011）が示すところによると、世界全体で見れば、アフリカ諸国における EEE
の利用量の水準は低いが、過去十年間で PC の普及は 10 倍、携帯電話の普及は 100 倍も増















の利用量が多く、したがって、e-waste の発生量もこの 2 カ国が多い（表 2-4）。特にナイ





















次に、西アフリカ地域の e-waste の貿易について概観する。e-waste の貿易については、
西アフリカはヨーロッパとの結びつきが強い。この貿易の担い手は、零細な企業から大企
業まで非常に多様であり、アフリカからヨーロッパへの移住者や一時的な滞在者も含まれ
る。また、中古自動車の輸出業者が、中古の EEE や e-waste の貿易にも関わっている。ナ
イジェリアが西アフリカ地域で最も EEE と自動車（新製品も使用済み製品も）を輸入する
国であり、ガーナがそれに続く。また、イギリスが EEE を最も多く輸出する国であり、大
きな差をつけてこれにフランスやドイツが続く。ガーナの Accra やナイジェリアの Lagos
はこうした貿易の拠点都市となっている。Lagos については、Andreas Manhart et al.（2011）
が、西アフリカ地域の e-waste 集積地、あるいは中古品の輸入拠点として機能している現
状や問題点を詳細に分析している。この分析によれば、輸入された中古 EEE の 70%は中古
品として利用可能であるが、21％は修理後に販売され、9%は使用不可能で直ちにリサイク
ル市場に引き渡されるものであるという。
ナイジェリア コートジボワール ガーナ ベニン リベリア
kg/人 2.1 1.1 2.3 1.4 0.3
千トン 343 26 58 13 1
kg/人 1.3 0.8 1.4 0.9 0.2



































































生じたとしている。当時の日本の一人あたり実質 GDP は 7,079US ドル（2005 年の US ド








































主な貿易品（輸入） 機械、電気機器、輸送機器 食品，原油・石油製品，一般機械 機械類，石油，食料品










































注）縦軸は一人あたり実質 GDP（ドル／人）で、2005 年の US ドルを基準とした値




































































下の現状及び問題に関する分析内容は Wang et al.（2013）による報告内容をもとに必要な
データを加えて整理したものである。
59




は 2.05 である。1990 年からの伸びでは、携帯電話、コンピュータ、エアコンなどが急伸し
ている。同様の対象品目で、農村部における所有数は、携帯電話とカラーTV がそれぞれ 1.80、
1.15 であり、冷蔵庫が 0.63、洗濯機が 0.63、エアコンが 0.23、コンピュータが 0.18 と、
普及の程度に都市部との大きな差が生じている。








Taizhou の他、Hebei Province、Hunan Province、Jiangxi Province などに集積地がある。




中国では、上記のクラスターの中でも Guangdong Province の Guiyu と、Zhejiang
Province の Taizhou が二大拠点となっている。Guiyu は、人口がおよそ 15 万人で、その
うち 10 万人が移住者である。Guiyu では、300 以上の企業と 3,000 以上の工房が e-waste
のリサイクルに従事している。また Guiyu にある 28 の村のうち 20 が e-waste リサイクル
に従事している。リサイクルに従事するほとんどの労働者が Hunan や Anhui といった農
村部からの移住者で、１日に 1.5US ドル程度にしかならない e-waste の手解体や単純処理
に従事している。Taizhou は、二次素材生産で有名な都市で、25 年以上も e-waste のイン
フォーマルリサイクルに従事している。Taizhou では、1990 年代から、輸入した金属スク
ラップや、使用済みキャパシタ(8)、家電製品、発電機、ケーブルワイヤーなどの処理を始め
中国 インド ベトナム パキスタン バングラディシュ
kg/人 9.2 2.5 2 2.2 1.4
千トン 12,405 3,026 180 389 208
kg/人 4.4 1.3 1.3 1.4 0.8























の e-waste リサイクル企業の処理能力が地域のニーズに適合するように、各省は e-waste
リサイクル産業に関する５ヵ年計画を作成し、適合した地域リサイクラーにライセンスを
付与することとなっている。こうしたフォーマルなリサイクル企業に廃家電などが流通す
ることを促進する制度として Home Appliance Old for New Rebate Program（家電買い替













































も、e-waste の輸入規制が異なることで、香港経由で中国本土に流入する e-waste が増加し
ている。中国本土では、どのような e-waste も例外なく輸入禁止であるが、香港では、中
古の EEE と e-waste の輸入あるいは経由は合法となっている。しかも、一旦、香港に入っ
たものは、直接的な再使用目的であれば廃棄物の輸出入許可なしで、どのような国へも輸
63
出可能である。つまり、e-waste と中古の EEE の区別の困難さや香港と中国本土の異なる
規制基準によって、結果的に中国本土への e-waste 流入は途絶えることがない。
ベトナムは、中国と同様に e-waste の輸入を禁止しているが、例外規定として、再輸出
のための e-waste や中古 EEE の輸入が認められている。この例外規定によって、ベトナム
経由で中国本土に e-waste や中古 EEE の合法的な流入を可能としている。アメリカや日本
から、使用済みの CRT テレビや家電製品の e-waste や中古品が、Haiphon 港を通じてベト
ナムに入る。ベトナムへ移入後は、中国の Dongxin との国境である Mong Cai に移送され
る。そして、中国の Guangzhou にトラックで運ばれ、そこで再組立てが行われて、不法に
ベトナムに輸出される。Dongxin から Mong Cai へ密輸される再組立て家電は北部ベトナ




























ところで、2012 年の東部の一人あたり GDP は、57,722 元（約 9,235US ドル）であり、
全国平均の 38,420 元（約 6,140US ドル）の 1.5 倍に達する。また、最も低い西部の 31,357
元（約 5,000US ドル）の 1.8 倍である（中国統計年鑑 2013）。つまり、地域的に見れば、
かつての日本で転換点が生じた時の所得水準に達している地域がある一方で、同じ国内で
















































































失業率（％） 4.1(2012) 3.6(2012） 1.8(2012)








































































































注）縦軸は一人あたり実質 GDP（ドル／人）で、2005 年の US ドルを基準とした値










以下の現状と問題把握は、アルゼンチンを対象とした Lindhqvist et al.（2008）による
報告内容をもとに必要なデータを加えて整理したものである。
①現状(10)
表 2-8 に示すとおり、対象とした中南米諸国の中では、市場に導入された EEE や e-waste
の量はその規模の点でブラジルが最も多い。しかし、それぞれの一人あたりの量は、メキ
シコが最も多いが、他の二カ国と比べてもあまり大きな差はない。ここでは、アルゼンチ
ンを対象とした Lindhqvist et al.（2008）による報告内容をもとに必要なデータを加えて
現状の整理を行った。
69



























ある CAMOCA などの支援により、cartoneros を組織化して e-waste の適正な回収や解体
処理を行うための能力開発事業を進めている。
ブラジル メキシコ アルゼンチン
kg/人 9.3 10.8 8.5
千トン 1,850 1,241 348
kg/人 7 8.2 7





























ら経済発展段階上の特徴を把握する（表 2-9）（図 2-13）。3 カ国とも上位中所得国であり、
工業的な発展が進んでいる。これらの国々の発展段階を、日本のルイス転換点における所
得水準や産業構造をベンチマークとして判断してみる。南（1970）によれば日本のルイス




























































失業率（％） 6.7(2011) 4.9(2012) 7.2(2012)


















































注）縦軸は一人あたり実質 GDP（ドル／人）で、2005 年の US ドルを基準とした値












































もアフリカのガーナの一人あたり実質 GDP は 724US ドル（2005 年の US ドルを基準にし





































































































































































図 2-15 は、図 2-8 でリサイクル資源の国内回収と輸入、国内回需要の関係を仮説として
示したものに、本章での事例分析対象国の位置を加えたものである。事例分析は e-waste
を対象としたことから、図 2-15 では、リサイクル可能資源としての e-waste の国内回収量、
























図 2-15 に戻ると、中国は、ガーナやアフリカよりもさらに工業化が進展し、e-waste の
蓄積量が増加しているため、輸入とともに国内回収量の規模も大きくなっている。つまり、
都市インフォーマルリサイクルセクターの活動による外部不経済は、輸入 e-waste だけで














































































(6) 「①現状」及び「②問題点」の内容は、Basel Convention （2011）をもとに、必要な
81
データを加えて整理したものである。







という分析を行った。中兼（2012）は、深セン市における最低賃金の 1992 年から 2012
年までの推移を分析し、2004 年から急激に最低賃金が上昇し始めていることを確認して
いる。











































































































































































































































































































































Yit = α＋ β1 X1it＋β2 X2it＋・・・μi＋νt＋εit ----------(1)
Yit : 被説明変数（i 国の t 年における鉄スクラップ国内回収量）
X1it、X2it、…: 説明変数（表 3-1）
i：国、t：時間















データ推計期間は 1973 から 2010 年とし、式(1)の被説明変数は、式(2)で求めた鉄スクラ
ップ国内回収量（千トン）を毎年の人口で除した一人あたり国内回収量（kg/人）とした。
説明変数は、仮説にしたがって表 3-1 のように整理した。説明変数の中で、粗鋼生産量と鉄
鉱石生産量は、World Steel Association の Steel Statistical Yearbook に収録されているデ





デン、イギリス、日本、アメリカとし、対象期間は 2003 年～2008 年である。分析結果を








結果を図 3-3～4 に示す。図 3-3 は一人あたり鉄スクラップの回収量（kg／人）を縦軸に、
横軸は暦年とした。OECD 諸国の回収量が圧倒的に多く、どの国も 90 年代以降に増加傾向
を示している。図 3-4 は GDP あたり鉄スクラップの回収量（kg）を縦軸とした。旧社会主
義国の経済活動において鉄スクラップの寄与が相対的に大きいことがわかる。OECD 諸国
では、経済活動における鉄スクラップの寄与は相対的に小さく、観測期間を通じてほとん































































































































































































説明変数 VIF VIF VIF
-0.004178 -0.008 0.118 (***)
(-0.80123) (-0.06138) (2.9617)
0.56490 (**) 1.40202 (***) -0.53516 (***)
(2.40863) (5.38715) (-3.16252)
0.0249 (***) 0.031431 (***) 0.00304
(7.76452) (18.32192) (1.27867)
鉄鋼の蓄積量 0.000158 (***) 0.000135 (**) 0.000307 (***)
（総固定資本形成／人、US＄／人） (3.47544) (2.32097) (4.63521)
-0.031969 -0.058 -0.004
(-0.27425) (-0.4012) (-0.36132)
0.250 (***) 0.615 0.107 (***)
(5.25235) (1.47587) (3.00433)
0.548 (***) 0.612 (***) 0.081
(4.66297) (4.18755) (1.12634)
-0.000025 -9.21E-05 (***) 0.003606 (*)
(-0.78466) (-4.87548) (1.7480)
-0.005249 (***) -0.0145 (***) -0.001558 (**)
(-5.2699) (-7.27897) (-2.01795)
-2.74E-05 -5.31E-05 1.74E-03 (*)
(-0.62896) (-1.0707) (1.93216)
0.033094 (**) 0.09160 (**) 0.03260
(2.19999) (2.18824) (1.473404)













































説明変数 VIF VIF VIF
-0.004178 -0.060 0.129 (***)
(-0.80123) (-0.40349) (2.8040)
0.56490 (**) 1.52618 (*) -0.28187 (*)
(2.40863) (-1.70334) (-1.7049)
0.0249 (***) 0.010924 (***) 0.02921 (***)
(7.76452) (5.29871) (5.1777)
鉄鋼の蓄積量 0.000158 (***) 0.000128 (***) 0.000646 (**)
（総固定資本形成／人、US＄／人） (3.47544) (3.97399) (2.2805)
-0.031969 -0.054 0.095
(-0.27425) (-0.21066) (0.74434)
0.250 (***) -0.545 0.131 (*)
(5.25235) (-1.143) (1.74309)
0.548 (***) 0.560 (***) 0.073
(4.66297) (3.63793) (0.67775)
-0.000025 0.002649 (***) -1.62E-05
(-0.78466) (3.70847) (-1.20529)
-0.005249 (***) -0.004951 (**) -0.002596 (***)
(-5.2699) (-2.56534) (-3.75239)
-2.74E-05 1.09E-04 -3.23E-05 (**)
(-0.62896) (1.13851) (-2.10237)
0.033094 (**) 0.03860 (**) -0.03614 (*)
(2.19999) 2.13304 (-1.79293)
















































































韓 国 3,378 3,399 2,360 3,775 3,333 2,862 4,859 4,704 3,808
中 国 2,756 2,326 2,661 4,981 2,710 2,437 3,125 2,602 2,095
台 湾 1,185 496 217 342 298 38 189 313 608
香 港 25 27 18 25 17 24 12 5 3
ベ ト ナ ム 136 156 140 195 63 38 283 414 753
タ イ 45 13 11 8 2 33 21 2 5
シ ン ガ ポ ー ル 0 1 1 1 5 0 6 1 5
マ レ ー シ ア 72 5 0 11 6 0 10 1 1
イ ン ド ネ シ ア 43 6 11 48 20 3 73 74 46
イ ン ド 8 10 8 7 4 0 2 5 8
そ の 他 5 7 9 4 5 7 6 8 6
計 7,654 6,447 5,437 9,398 6,464 5,442 8,586 8,129 7,339
その他スク ラッ プ※ 6,619 5,552 4,657 8,188 5,681 4,605 7,053 6,826 6,155





(2) ウエストピカーはスカベンジャーとも呼ばれ、McDougall et al.（2004:29-31）は、イ
ンフォーマルな経済の中で、機能を明確にして適切な廃棄物管理システムの一部とて取り
込むべきとしている。












日本おデータは一般社団法人 日本鐵原協会の web-site を閲覧
http://www.tetsugen.gol.com/kiso/6buykuzu.htm
(7) パネルデータ分析では、各個体の固有効果の捉え方に 3 つの方法がある。第一に、対象




























































































































































































































暦年 ＨＳ品名コード 2011 2012 2013 2014
鋳鉄スクラップ 7204.10-000 3,408 2,784 7,398 5,482
ステンレス鋼スクラップ 7204.21-000 120,105 152,766 158,867 109,595
その他の合金鋼スクラップ 7204.29-000 39,144 19,134 24,346 30,083
錫メッキスクラップ 7204.30-000 1,884 1,507 0
切削・打抜スクラップ 7204.41-000 664,769 1,345,141 1,111,740 1,038,614
その他鉄鋼ヘビースクラップ7204.49-100 1,283,423 2,518,543 2,239,929 2,188,997
その他鉄鋼スクラップ 7204.49-900 3,321,789 4,534,487 4,586,011 3,965,506
再溶解用インゴット 7204.50-000 7,944 11,404 309 438





















































































































































































前の 2007 年と金融危機後の 2013 年の比較も行った。各データの出所は、各国の一人当た
り GDP は世界銀行データ、一人当たり鉄消費量、電炉による鉄鋼生産割合、粗鋼生産量は
Steel Statistical Yearbook 2010 及び 2015(World Steel Association)、鉄スクラップの輸入


































図 4-2 に各国のデータについて 2001 年～2010 年の変化をプロットしている。概ね図 4-1




































































所得水準と鉄スクラップの貿易特化指数の関係を図 4-8 及び 4-9 に示す。図中に示すよう
に、貿易パターンを４つのカテゴリーに分類した。
（１）カテゴリー１
図 4-8 及び 4-9 に示す通り、所得水準が約 10,000 ドル/人未満で、貿易特化指数が 1.0

















2013 年データで分析した表 4-5 においては、表中にリストアップされる国に多少変化が
あるが、2007 年データで分析した表 4-4 と概ね同様の傾向であるといえる。
（２）カテゴリー２
図 4-8 及び 4-9 に示す通り、所得水準が 10,000 ドル/人未満で貿易特化指数が‐1.0 に近
くにあるグループがある。このグループの国々を表 4-6 に示す。インド、中国、トルコを除
カテゴリー 所得水準 貿易特化係数
カテゴリー１ 10,000 ドル/人未満 0.8 以上（輸出特化）
カテゴリー２ 10,000 ドル/人未満 －0.8 以下（輸入特化）
カテゴリー３ 20,000 ドル/人以上 0.8 以上（輸出特化）











2013 年データで分析した表 4-7 においては、表中にリストアップされる国に多少変化が
あるが、2007 年データで分析した表 4-6 と概ね同様の傾向であるといえる。
（３）カテゴリー３
図 4-8 及び図 4-9 に示す通り、カテゴリー３は貿易特化指数が 0.8 以上で所得水準が


















析した表 4-11 においては、表中にリストアップされる国に多少変化があるが、2007 年デー
タで分析した表 4-10 と概ね同様の傾向であるといえる。
119
図 4-8 所得水準と鉄スクラップの貿易特化指数（2007 年データによる）
図 4-9 所得水準と鉄スクラップの貿易特化指数（2013 年データによる）
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表 4-4 カテゴリー１（2007 年）


















Madagascar 1.000 3,427,255 750 290
Mali 0.974 1,424,839 18,657 437
Kyrgyzstan 0.961 6,829,960 134,371 523
Ghana 0.985 919,280 7,029 540 25 11.2 100
Senegal 1.000 13,871,427 2,992 787 16.7
Yemen 0.994 9,312,632 28,212 823
Cameroon 0.999 14,238,097 9,836 927 8
Cﾃｴte d'Ivoire 0.993 5,001,555 16,816 936 6.6
Bolivia (Plurinational State of) 0.995 2,961,264 6,799 1,108 18.9
Nicaragua 0.982 1,561,776 14,024 1,255
Philippines 0.989 43,319,172 233,874 1,300 718 40.6 100
Honduras 0.997 7,281,900 9,604 1,534
Paraguay 0.982 8,536,234 79,200 1,618 95 26.1 0
Georgia 0.999 64,719,164 27,770 1,795
Ukraine 0.952 195,412,556 4,799,401 2,144 42,830 179.7 3.7
Guatemala 0.872 7,635,190 520,447 2,209 349 30 100
Jordan 0.827 1,086,907 103,167 2,600 150 167
Algeria 0.999 59,025,186 30,701 3,167 1,278 120.4 0
TFYR of Macedonia 0.992 4,466,964 17,585 3,415 359
Tunisia 0.926 4,429,367 170,459 3,542 160 85.4 100
Serbia 0.954 113,125,346 2,673,758 3,951 1,478 103.4 8.8
Namibia 0.837 975,233 86,694 3,979
Kazakhstan 0.997 289,295,850 476,840 4,447 4,782 194.3 0
Costa Rica 0.993 15,100,626 56,569 5,365 69.4
Panama 1.000 2,966,979 682 5,472 83.8
Romania 0.987 521,252,095 3,345,052 5,486 6,261 235.5 30.3
South Africa 0.965 12,838,872 231,968 5,894 9,098 107.6 46.8
Russian Federation 0.973 1,487,306,237 20,715,828 6,280 72,387 283.4 23
Gabon 0.999 930,704 625 6,736
Chile 0.975 6,866,906 86,125 8,297 1,679 143.6 27.6


















Zimbabwe 0.998 109,125 125 451 8.8
Burkina Faso 0.919 201,594 8,524 520
Benin 0.881 1,048,017 66,478 583
Kyrgyzstan 0.997 2,754,236 3,894 627
Ghana 0.983 468,568 4,015 752 25 27.6 100
Senegal 0.962 563,048 10,990 797 23.2
Bolivia (Plurinational State of) 0.997 9,174,922 13,872 1,358 12.1
Paraguay 0.969 22,166,219 343,845 2,030 45 34 0
Georgia 0.881 4,768,374 300,685 2,160
Tonga 0.991 205,212 937 2,502
El Salvador 0.993 10,921,442 39,481 3,189 118 43.3 100
Bosnia Herzegovina 0.990 65,514,461 342,770 3,409 722 167.5 0
Fiji 0.990 173,617 872 3,828
Tunisia 0.882 1,215,107 76,315 3,979 150 69.7 100
Namibia 0.999 2,305,816 717 4,480
Kazakhstan 0.995 185,292,006 490,189 5,425 3275 230.8 21
Costa Rica 0.984 20,360,878 162,812 6,044 162.8
Romania 0.985 648,289,800 4,851,762 6,067 2985 154.5 43.2
South Africa 0.931 107,122,784 3,817,968 6,090 7254 111.3 43.7
Russian Federation 0.998 1,147,538,956 994,746 6,923 68856 304.6 29.8
Botswana 0.999 182,551 55 6,931
Panama 0.986 2,075,176 14,577 7,859 158.8
Chile 0.994 39,718,674 127,904 9,773 1323 155.3 29
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表 4-6 カテゴリー２（2007 年）


















Bangladesh -0.984 1,403,123 174,523,100 541 5.3
Cambodia -0.866 4,111 57,027 560
Kenya -1.000 4 198,492 572 20 15.5 100
Pakistan -0.983 1,817,579 210,566,352 763 1,090 16.3 14.4
Viet Nam -0.999 145,045 340,490,863 784 2,024 115.1 100
India -1.000 153,337 783,926,079 848 53,080 42.4 55.9
Egypt -0.976 3,572,982 290,569,907 1,322 6,224 72.4 78.5
Indonesia -0.950 6,003,511 233,665,649 1,381 4,016 31.3 100
China -0.985 10,298,414 1,327,076,264 2,215 494,899 311.4 10.5
Peru -0.946 452,940 16,416,890 3,091 881 55.3 68.8
Colombia -0.959 117,960 5,580,381 3,767 1,245 67.7 100
Belarus -0.994 940,600 339,306,900 3,775 2,410 237.8 94
Malaysia -1.000 10,483 658,358,444 6,027 6,895 375.3 100
Argentina -0.998 2,594 2,315,493 6,527 5,387 116.9 52.5


















Burundi -0.826 3,025 31,826 151
Pakistan -0.999 192,487 416,103,991 794 972 15.3 11.8
Viet Nam -0.998 979,189 1,234,389,683 1,029 5,474 129.8 100
India -0.999 529,044 1,948,026,821 1,164 81,299 57.8 67.8
Egypt -0.970 12,817,690 852,985,356 1,468 6,754 88.9 92
Indonesia -0.996 1,698,798 864,505,599 1,788 2,644 51.3 100
Guatemala -0.909 299,750 6,295,258 2,308 385 47.3 100
Jordan -0.906 385,472 7,810,106 2,855 150 153.7 100
China -1.000 18,828 2,495,599,648 3,619 821,990 545 8.9
Peru -0.997 217,492 157,516,232 4,083 1,069 92 100
Dominican Rep. -0.928 18,044 484,999 4,866 36
Belarus -0.999 226,100 341,281,200 4,922 2,245 273.5 100
Malaysia -0.999 151,204 289,773,322 7,057 4,693 337.4 100
Turkey -1.000 1,116,155 7,439,720,596 8,720 34,654 415.4 74
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表 4-8 カテゴリー３（2007 年）
表 4-9 カテゴリー３（2013 年）
表 4-10 カテゴリー４（2007 年）


















Israel 0.951 64,078,000 1,614,000 22,109 300 196.3 100
New Zealand 0.904 68,778,613 3,463,284 28,822 845 225.1 27.5
China, Macao SAR 0.880 1,963,174 124,970 31,290
United Arab Emirates 0.890 242,788,648 14,153,287 34,060 90 1509.4 100
Australia 0.980 75,766,009 757,069 35,574 7,939 353.6 19.2
Japan 0.966 2,239,507,688 39,200,046 37,118 120,203 636.9 25.8
Andorra 0.998 2,253,733 2,337 40,054
United Kingdom 0.977 1,421,959,315 16,338,725 41,567 14,317 211.9 21.2
USA 0.858 3,461,300,772 264,145,790 45,420 98,102 369 58.1
Denmark 0.854 456,554,488 35,886,855 50,695 371.5


















Cyprus 0.988 11,392,230 67,781 22,152 113.7
Israel 1.000 56,555,000 11,000 24,342 300 311 100
Kuwait 1.000 17,273,743 522 28,258 349.8
New Zealand 0.947 100,912,483 2,771,397 29,201 900 172.2 32.1
Singapore 0.918 362,173,083 15,505,956 37,491 434 802.6 100
Australia 0.998 282,118,043 349,426 37,497 4,688 247.4 22.3
Japan 0.982 3,157,731,822 28,021,057 37,573 110,595 513.8 22.5
United Kingdom 0.960 2,049,463,978 42,288,145 40,199 11,858 149.5 16.4
Sweden 0.894 287,177,443 16,098,576 45,454 4,404 373.0 32.2
USA 0.852 5,980,647,477 476,408,566 45,661 86,878 301.8 60.6


















Rep. of Korea -0.968919173 34526453 2187193885 20,500 51,517 1162.2 46.5
Greece -0.971627938 6644853 461763328 24,308 2,554 370.7 100
Spain -0.927623417 53988036 1437876700 27,661 18,999 549.3 77.9


















Rep. of Korea -0.961147799 66161214 3339628575 23,875 66,061 1061.2 37.6
Spain -0.834589189 99480860 1103352972 25,150 14,252 221.7 74.9




















































































(6) 中国は、日本から輸入した廃プラスチックを生活ごみと判断し、2004 年 5 月に廃プラ
















(11) 各分析図において利用したデータ数は、図 4-1 では 97 カ国のデータ、図 4-2 では 111
カ国について 2000 年～2010 年のデータ、図 4-7 では 76 カ国のデータ、図 4-8 及び 4-9
では 91 カ国のデータである。また、３－５．でカテゴリー別に示す各国の需要特性デ
ータ（表 4-4～4-11）については、図 4-8 及び 4-9 で利用した 91 カ国のうち、Steel




























第 1 節では、途上国におけるリサイクルセクターが抱える問題点を概観し、第 2 節では、
そのような問題の発生メカニズムに関する先行研究のレビューと考察を行っている。また
第 3 節では、高所得国におけるリサイクルセクター発展のプロセスとして日本の経験の整






















中国の Guiyu における e-waste のインフォーマルな処理に伴うリスクについては第２章の




“三廃”と呼ばれるスクラップを年間約 120 万 t 回収している。このような回収精錬によ
り、銀鉱山を有していないにもかかわらず、全国の銀生産の 1/3 を占めるに至っている。










































































































































































































ウェイスト・ピッカー (Waste pickers from dump) と街路におけるウェイスト・ピッカー
（Street waste pickers）、中間流通業を廃品買取行商人あるいは廃品買取店 (Itinerant or
























































































































































































































































































































































































































































































































































































ている Loa Banos に住んでいる者すべてに、このインフォーマル組織は開かれている。選

































































































































































































































































































国の EPR 政策導入に関する課題分析を行い、途上国における EPR 政策形成の段階的なアプ
ローチに関する考察を行った。

















































































































せなどの非 EPR 政策よりも、EPR 政策が社会的に効率的になる条件は、以下の 2 点であ
159
るとしている。すなわち、a.製品連鎖中の価格伝達が十分でなく、従量制有料化や消費者へ














































































































































































































ナイジェリアは、2012 年の一人あたり GDP(constant 2005 US$)が 1,071US$で、World
Bank の 2013 年時点での分類では、低位中所得国である。原油、天然ガスの資源国であり、
主な産業は原油、天然ガス、農業であり、これらの分野の生産物が主な輸出品となってい
る。AfDB（2014）によれば、ナイジェリアは 1990 年から 2010 年の間に GDP 規模が約
89％増加し、実質 GDP 成長率は 2005 年から 2013 年まで平均して約 7%台を維持し続けて
いる。この成長は、石油、天然ガス以外の分野の急成長が貢献する部分が大きく、穀物生
アクター・レジーム 能力及び条件




























表 6-1 EPR 政策に求められるアクター・レジーム条件
166
産を中心とした農業や、貿易、小売業、卸売業、ホテルやレストランなどの商業、金融・








廃棄物管理に関する法制度は、The National Environmental (Sanitation and Waste
Control)Regulation 2009 である。また、2011 年には、The National Environmental
(Electrical Electronic Sector) Regulations SI No 23 of 2011 において、e-waste の回収・処
理・リサイクルに関連して EPR 政策が導入されている。






































































ナイジェリアでは、 The National Environmental Standards and Regulations
Enforcement Agency (NESREA)が廃棄物管理を所管している。NESREA は、連邦環境省
の機関であり、環境法規制にもとづいた環境管理全般を行う機関である。また、新しい法
令の作成や既存の法令の改訂作業も行う。






業者への NESREA への事業者登録、WEEE や廃棄物同然の EEE の輸入の禁止、輸入した
WEEE の輸出港へのシップバック、WEEE や WEEE を混載した EEE の輸入事業者に対
する罰則規定を設けている。また、2011 年に施行された The National Environmental
































































４－１．（１）で示した The National Environmental (Sanitation and Waste Control)








Ogungbuyi et al.（2012）は、EPR 制度において、輸入者と生産者の責務について詳細
なレベルで明確にすべきであることを指摘している。また、地方自治体の責務については
明確な規定がない。










































































（出所）（Amachree 2013）(Ogungbuyi et al. 2012)をもとに筆者作成
173
４－２．アジア（中国）
中国は、2012 年の一人あたり GDP(constant 2005 US$)が 3,3451US$で、World Bank
の 2013 年時点での分類では、低位中所得国である。1985 年の開放改革以降、世界の生産
工場として沿岸部を中心として著しく工業的発展を遂げた。主な産業は、繊維、食品、化
学原料、機械、非鉄金属鉱物等である。また IMF データによれば、中国の経済成長率は 2003











中国政府は、こうした問題に対処するために、まず 2000 年には e-waste の輸入禁止、2002
年には中古家電製品への輸入規制強化などを実施するが、中古製品への e-waste 混入など










































































































































































家電回収処理管理条例」が施行され、有害物質に関する規制も EU の RoHS 指令に倣い、













表 6-3 中国における EPR 政策条件の適合状況
アクター・レジーム 能力及び条件












































































Akenji et al.（2011）は、EPR 政策の途上国への適用にあたって、段階的なアプローチ
を提案している。低開発国のような段階では、廃棄物管理・リサイクルに関する基本的な
能力形成を行い、新興国のような段階では生産者の共同組織による EPR 政策を導入し、先


































(1) 本項は、（Amachree 2013）(Ogungbuyi et al. 2012)をもとに整理したものである。
(2) 本項は、（吉田 2008）(細田・染野 2014)をもとに整理したものである。
182










































































































































































響が顕在化していったことがあげられる。例えば、靴メーカーの Niki 社は、1992 年にイ
ンドネシアやベトナムの契約工場での低賃金労働や児童労働が発覚することで、世界的に
批判を浴び、広範囲での不買運動が生じた。また、イギリスの人権団体である
CAFOD(Catholic Agency for Overseas Development)が、HP、Dell、IBM のサプライヤー
の労働条件が国際的な基準に達していないことを指摘したことを契機として、2004 年に電



























には、国や自治体の特性に応じた内容となっている。表 7-1 に示した要求事項は、表 7-2 に
示す国際的な取組みの中でも、認証制度やガイドラインなどの形で示されている。
また、先述の EICC の内容は、CSR で求められるほとんどの項目が含まれている（藤井
ら 2006）。その項目を表 7-3 に示す。
188
表 7-1 CSR 調達における要求概要
（出所）藤井ら（2006）をもとに筆者作成














































































































































































































































く、全体に CSR に関する認識も低く、CSR 推進に必要不可欠なアカウンタビィリティーが
欠如していると指摘している。

























































要である（Turker and Altuntas 2014）。行動規範の設定や、CSR 調達基準遵守に関する形
式的なモニタリングや評価だけでは、サプライヤーの自主的な取組みを引き出すことはで
きない（Wittstruck and Teuteberg 2012）（Baden 2009）。従って、サプライチェーン内の
企業間でのコミュニケーションとともに、消費者、サプライヤー立地の地域自治体、労働
者等、多様なステークホルダーとの交流や連携が必要となる（Turker and Altuntas 2014）。
また、こうした取組みを運営していくための、中核企業の影響力や経営能力が重要である。
特に、途上国の場合には、外資企業や地場の大企業がこうした取組を先導し、中小企業の



























































































































































































































































2009 年の上位 20 社中には 3 社の大規模な銑鋼一貫企業が含まれている。3 社とは、宝鋼集
団（6 位）、武漢鋼鉄集団（15 位）、鞍山鋼鉄集団（18 位）であり、宝鋼集団は、CSR 活動
においても中国産業界を先導していくような企業であると評価されている。
























































































































コンサルタントなどが参加している。2005 年からは、靴や革製品産業における CSR 評価
システムの構築を行うとともに、CSR 表彰制度の運営も行っている。








準に基づく CSR 活動が進展する中で、マレーシア政府としての CSR 促進枠組みとしての
ガイドラインの制定が求められていた。このような背景のもと、2006 年には、政府系企業
の改革の一環として、CSR 活動や CSR 政策の効果を評価するためのガイドラインが提供さ
れた。また、マレーシア証券取引所（ブルサ・マレーシア）は、上場企業向けに CSR 実施












あるが、2006 年時点では CSR を経営戦略として展開している企業は少なく、多くの企業
206
は CSR とは従来からある企業の慈善活動と同義であると捉えている。CSR を経営戦略とし
て展開する主な企業はグローバルに展開する外資企業が中心となっている。以上のような



















ある Global Steel Holdings Ltd（GSHL）が行っている。後者は、ナイジェリアはもとよ
り西アフリカ地域での先駆的な直接還元鉄の鉄鋼一貫生産プラントとして1980年代に建設
された。しかし、政府による経営において、運転資金の不足により 25%という非常に低い
稼働率で操業していた。2005 年に GSHL が Delta Steel Company Limited の株式の 80%
を取得し、GSHL によってプラントの修繕とより効率的な操業が開始されることとで、生
産能力を十分に活かした操業が続けられている。2015 年時点では、Delta Steel Company


































































































































































































本章では、7 章までの分析や考察のまとめを行う。第 1 節で、途上国のリサイクルセクタ





















































対象とした中南米諸国は、国内における e-waste 蓄積量も多く、現在も PC や携帯電話な














































































































































































EPR 政策導入に関する課題分析を行い、途上国における EPR 政策形成の段階的なアプロー
チに関する考察を行った。具体的には、まず、EPR 政策の基本構造や先進国での政策実績
などから、EPR 政策が適用可能なアクター・レジーム条件を整理した。このアクター・レ















































































































































































































































たものである。CSR 調達システムの導入可能性分析では、その導入条件として次の 3 点が
明らかとなった。第一に、CSR 調達システムの中核となる企業が存在すること。第二に、
中核企業による CSR 調達システム形成の主導と、サプライチェーン上の企業への支援、行
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